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資 料

産業別人口の推移４－４．

平成12年の就業人口は5,020人で総人口の53.5％を占めており、就業構成比は第１次産

業 29.30％、第２次産業 18.73％、第３次産業 51.97％で、第１次産業と第３次産業が産

業構造では主体となっているように見受けられる。

経年的に見てみると 第１次産業就業者は昭和40年： 3,340人→平成12年： 1,471人 5、 （

6.0％減）と激減し、第２次産業就業者は昭和40年：1,238人→平成12年：940人（24.1％

減 、第３次産業就業者は昭和40年： 2,228人→平成12年： 2,609人（17.1％増）と多少）

増加傾向を示している。

■産業別就業者数の推移

（単位：人、％）

就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比

2,399 38.32 2,298 35.55 2,130 35.69 1,989 35.28 1,639 30.57 1,471 29.30

農 業 2,086 33.32 2,041 31.57 1,856 31.10 1,775 31.48 1,504 28.05 1,357 27.03

林 業 ・ 狩 猟 業 294 4.70 245 3.79 258 4.32 188 3.33 113 2.11 103 2.05

漁業・水産養殖業 19 0.30 12 0.19 16 0.27 26 0.46 22 0.41 11 0.22

1,313 20.97 1,429 22.11 1,172 19.64 1,023 18.14 1,038 19.36 940 18.73

鉱 業 28 0.45 42 0.65 26 0.44 18 0.32 25 0.47 16 0.32

建 設 業 973 15.54 1,090 16.86 924 15.48 779 13.82 806 15.03 720 14.34

製 造 業 312 4.98 297 4.59 222 3.72 226 4.01 207 3.86 204 4.06

2,542 40.60 2,737 42.34 2,665 44.65 2,612 46.33 2,647 49.38 2,609 51.97

卸 売 ・ 小 売 業 616 9.84 702 10.86 754 12.63 779 13.82 728 13.58 720 14.34

金融・保険・不動産業 104 1.66 50 0.77 117 1.96 127 2.25 119 2.22 110 2.19

運 輸 ・ 通 信 業 473 7.55 461 7.13 363 6.08 251 4.45 247 4.61 227 4.52

電 気 ガ ス 水 道 業 9 0.14 23 0.36 18 0.30 14 0.25 26 0.48 21 0.42

サ ー ビ ス 業 1,109 17.71 1,254 19.40 1,164 19.50 1,208 21.43 1,293 24.12 1,295 25.80

公 務 231 3.69 247 3.82 249 4.17 233 4.13 234 4.36 236 4.70

7 0.11 0 0.00 1 0.02 14 0.25 37 0.69 0 0.00

6,261 100.00 6,464 100.00 5,968 100.00 5,638 100.00 5,361 100.00 5,020 100.00

平成12年

9,388

53.5

区　　　　分
昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成２年 平成７年

第 １ 次 産 業

第 ２ 次 産 業

第 ３ 次 産 業

分 類 不 能

総 就 業 者 数

総 人 口 12,737 12,297

資料：国勢調査

11,633 10,701 10,015

就 業 率 49.2 52.6 51.3 52.7 53.5
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